
重要事項説明書 

１ 事業の目的及び運営の方針 

（一）（事業の目的） 

医療法人協愛会が運営するオアシス指定支援事業所（以下｢事業者｣と記す）は、介護保険法の理念に基づき、老化に伴

い介護を必要とする高齢者（以下「利用者」と記す）やその家族に対して、介護相談に応じ、本人や家族の意向のもとに、

介護サービスが適切に利用できるよう、サービスの種類・内容の作成をするとともに、良質のサービスが提供できるよう

に各サービス事業者等との連絡調整、その他の便宜の提供をすることを目的とします。 

 

（二）（運営方針） 

１．事業者は､利用者等の基本的人権を尊重し､常に本人の立場に立った、利用者主体の支援・協力を行います。 

２．事業者は､利用者が要介護状態になった場合、その可能な限り居宅においてその有する能力に応じ、

自立した日常生活を営む事が出来るように配慮して支援を行います。 

３．事業者は、利用者の心身のおかれている環境等に応じて、利用者の選択に基づき、適切な居宅サービス計画を提供します。

各サービス事業所とは適切な連携を取り合い、利用者にとって総合的且つ効率的なサービスになるよう配慮します。利用者

は、ケアプランに位置付ける事業所の複数紹介や当該ケアプランに位置付けた理由を求めることが可能です。 

４．事業者は、常に公平・中立な立場を守り、利用者に提供されるサービスの種類や事業者について、不当に特定のもの

に偏することのないよう配慮します。介護サービス情報公表において前６月間に作成したケアプランにおける訪問介

護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与サービスごとの同一事業者によって提供されたものの割合を利用

者及びその家族に説明を行うとともに、介護サービス情報公開制度において公表します。 

５．事業者は、常勤かつ専従の主任介護支援専門員及び介護支援専門員を配置し、中重度や、支援困難ケースへの

積極的な対応を行い、専門性の高い人材を確保し、質の高いケアマネジメントを実施します。 

 

２ 事業所の概要及びサービス提供地域 

法  人  名 医療法人 協愛会 

理 事 長 名 西井 正和 

事 業 所 名 オアシス指定支援事業所 

所  在  地 岡山県倉敷市児島阿津２丁目７－５３ 

ＴＥＬ・ＦＡＸ ＴＥＬ・ＦＡＸ兼用  ０８６－４７２－７１２５ 

介護保険事業所番号 ３３７０２００４１６ 

サービスを提供する地域 倉敷市（児島地区に限る） 

 

３ 事業所の職員体制 

 資  格 常 勤 非常勤 計 

管  理  者 

介護支援専門員 

介護支援専門員、主任介護支援専門員 

介護福祉士、社会福祉士 
１ ０ １ 

介護支援専門員 
介護支援専門員、主任介護支援専門員 

介護福祉士 
１ ０ １ 

介護支援専門員 介護支援専門員、主任介護支援専門員、正看護師 １ ０ １ 



 

４ 営業時間 

１．この事業の営業日は月曜日から土曜日までとする。ただし、他の曜日については、職員携帯及び、

他の職員が対応します。（１２月３０日から 1 月 3 日、祝祭日はお休みとさせていただきます。） 

２．営業時間は通常８：３０～１７：００までとします。 

３．時間外については、転送電話にて対応いたします。 

 

５ 緊急時連絡先 

医療法人 協愛会 オアシス指定支援事業所 

電話番号：０８６－４７２－７１２５（受付時間）８：３０～１７：００ 

※営業時間外ならびに日、祝日、年末年始等は管理者へ電話転送されます。 

管理者 及び 担当ケアマネジャー （住吉 明美） 携帯電話番号：０８０－２９１０－７２５１ 

各担当ケアマネジャー（松枝 幸恵） 携帯電話番号：０８０－２９１０－７２５２ 

 （洲脇 美紀） 携帯電話番号：０８０－２９１０－７２２２ 

 

６ 利用料 

１．居宅介護支援（居宅サービスの計画・変更、事業者との連絡調整、相談説明等）については、利

用者の負担はありません。 

 

※ただし、介護保険適用でも、利用者に保険料の滞納等があり、事業者が介護保険からサービス利用料

金に相当する給付を受領する場合は、下記に定めるサービス利用料金の金額を事業者に対し、いった

ん支払うものとします。 

 

※下記に定めるサービス利用料金について、介護給付費体系の変更があった場合、事業者は当該サービス

利用料金を変更することができるものとします。 

 

 

 

２．指定居宅介護支援に要する費用の額の算定について 

基本サービス 要介護状態区分 単位数 算定要件 

居
宅
介
護
支
援
（
Ｉ
） 

居宅介護支援費（Ⅱ）を算定していない事業所 

居宅介護

支援（ⅰ） 

要介護１・２ １，０８６単位 ケアマネジャー１人当たりの取扱件数

が４５未満の部分に算定。 要介護３・４・５ １，４１１単位 

居宅介護

支援（ⅱ） 

要介護１・２ ５４４単位 ケアマネジャー１人当たりの取扱件数

が４５以上６０未満の部分に算定。 要介護３・４・５ ７０４単位 

居宅介護

支援（ⅲ） 

要介護１・２ ３２６単位 ケアマネジャー１人当たりの取扱件数

が６０以上の部分に算定。 要介護３・４・５ ４２２単位 

 

 

 

 

【単位数×１０円】  



 

 

基本サービス 要介護状態区分 単位数 算定要件 

居
宅
介
護
支
援
（
Ⅱ
） 

指定居宅サービス事業者等との間で居宅サービス計画に係るデータを電子的に送受信するた

めのシステム（国民健康保険中央会が運用する「ケアプランデータ連携システム」）の活用及

び事務員の配置を行っている事業所 

居宅介護

支援（ⅰ） 

要介護１・２ １，０８６単位 ケアマネジャー１人当たりの取扱件数

が４５未満である場合又は４５以上で

ある場合において、４０未満の部分。 
要介護３・４・５ １，４１１単位 

居宅介護

支援（ⅱ） 

要介護１・２ ５２７単位 ケアマネジャー１人当たりの取扱件数

が４５以上である場合において、４５

以上６０未満の部分。 要介護３・４・５ ６８３単位 

居宅介護

支援（ⅲ） 

要介護１・２ ３１６単位 ケアマネジャー１人当たりの取扱件数

が４５以上である場合において、６０

以上の部分。 要介護３・４・５ ４１０単位 

 

３．介護予防支援費の算定について 

地域包括支援センター（高齢者支援センター）が行う場合 ４４２単位 

指定居宅介護支援事業所が行う場合 ４７２単位 

 

４．指定居宅介護支援に関する加算 

加算名 単位 算定要件 

初回加算 ３００単位／月 

新規の利用者や、要介護状態区分が２段階以

上変更になった利用者に対し、居宅サービス

計画を作成した場合。 

注）運営基準減算が適用される場合は、算定できません。 

 

 

加算名 単位 算定要件 

入院時情報連携加算（Ⅰ） ２５０単位／月 

利用者が病院又は診療所に入院した日のうちに、当該

病院又は診療所の職員に対して当該利用者に係る必

要な情報をしていること。※入院日以前の情報提供を

含む。※理業時間終了後又は営業日以外の日に入院し

た場合は、入院日の翌日を含む。 

入院時情報連携加算（Ⅱ） ２００単位／月 

利用者が病院又は診療所に入院してから日の翌日又

は翌々日に、当該病院又は診療所の職員に対して当該

利用者に係る必要な情報を提供していること。※営業

時間終了後に入院した場合であって、入院日から起算

して 3 日目が営業日でない場合は、その翌日も含む。 
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加算名 単位 算定要件 

退院退所加算（Ｉ）イ ４５０単位／回 

医療機関や介護保険施設等の職員から利用者に関する必要な情

報を提供カンファレンス以外の方法により１回受けているこ

と。（入院又は入所期間中につき１回を限度として算定できる。） 

退院退所加算（Ｉ）ロ ６００単位／回 

医療機関や介護保険施設等の職員から利用者に関する必要な情

報を提供カンファレンスにより１回受けていること。（入院又は

入所期間中につき１回を限度として算定できる。） 

退院退所加算（Ⅱ）イ ６００単位／回 

医療機関や介護保険施設等の職員から利用者に関する必要な情

報を提供カンファレンス以外の方法により２回受けているこ

と。（入院又は入所期間中につき１回を限度として算定できる。） 

退院退所加算（Ⅱ）ロ ７５０単位／回 

医療機関や介護保険施設等の職員から利用者に関する必要な情

報を２回受けており、うち１回以上はカンファレンスよること。

（入院又は入所期間中につき１回を限度として算定できる。） 

退院退所加算（Ⅲ） ９００単位／回 

医療機関や介護保険施設等の職員から利用者に関する必要な情

報を３回以上受けており、うち１回以上はカンファレンスよるこ

と。（入院又は入所期間中につき１回を限度として算定できる。） 

 注）初回加算を算定する場合は、算定できません。 

 

加算名 単位 算定要件 

ターミナル 

ケアマネジメント加算 
４００単位／月 

在宅で死亡した利用者に対して、終末期の医療ケアの方針

に関する当該利用者又はその家族の意向を把握した上で、

その死亡日前１４日以内に２日以上、当該利用者の心身の

状況等を記録し、主治の医師及び居宅サービス計画に位置

付けた居宅サービス事業者に提供した場合に算定。 

 

加算名 単位 算定要件 

通院時情報連携加算 ５０単位／月 

利用者が病院又は診療所において医師又は歯科医師の

診察を受けているときに介護支援専門員が同席し、医

師等に対して当該利用者の心身状況や生活環境等の当

該利用者係る必要な情報の提供を受けた上で、居宅サ

ービス計画に記載した場合は、利用者１人につき１月

に 1 回を限度として算定する。 

 

加算名 単位 算定要件 

緊急時等居宅 

カンファレンス加算 
２００単位／回 

病院又は診療所の求めにより、当該病院又は診療所の医師

又は看護師等と共に利用者の居宅を訪問し、カンファレン

スを行い、必要に応じて居宅及び、地域密着型サービスの

利用に関する調整を行った場合。（１月に２回を限度とし

て算定できる。） 
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特定事業所加算 

特定事業所加算（Ⅰ） ５１９単位／月 

特定事業所加算（Ⅱ） ４２１単位／月 

特定事業所加算（Ⅲ） ３２３単位／月 

特定事業所加算（Ａ） １１４単位／月 

注）特定事業所加算（Ⅰ）、（Ⅱ）、（Ⅲ）の算定はいずれか一方に限られます。 

※特定事業所加算とは、中重度や支援困難ケースへの積極的な対応を行う他、専門性の高い人材を確保し、質の高い人材を確保し、質

の高いケアマネジメントを実施している事業所を評価し、地域全体のケアマネジメントの質の向上に資することを目的とします。 

 

介護職員等処遇改善加算 処遇改善加算を除く総所定単位の２．１％ 

 

【算定要件】 

特定事業所加算の算定要件 （Ⅰ） （Ⅱ） （Ⅲ） （A） 

①専ら居宅介護支援の提供にあたる常勤の主任介護支援専門員を配

置していること。 
２名以上 １名以上 １名以上 １名以上 

②専ら居宅介護支援の提供に当たる常勤の介護支援専門員を配置し 

ていること。 
３名以上 ３名以上 ２名以上 

常勤１名以上 

非常勤１名以上 

③利用者に関する情報またはサービス提供に当たっての留意事項に

係る伝達等を目的とした会議（テレビ電話設置等の活用でも可）

を定期的に開催すること。 

○ ○ ○ ○ 

④２４時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談

に対応する体制を確保していること。 
○ ○ ○ 

 

○ 

連携でも可 

⑤算定日が属する月の利用者の総数のうち、要介護状態区分が要介護３、

要介護４，要介護５である者の占める割合が４０％以上であること。 
○ ✕ ✕ ✕ 

⑥当該居宅介護支援事業所における介護支援専門員に対し、計画的

に研修を実施していること。 
○ ○ ○ 

 

○ 

連携でも可 

⑦地域包括支援センターから支援が困難な事例を紹介された場合に

おいても、当該支援が困難な事例に係る者に指定居宅介護支援を

提供していること。 

○ ○ ○ ○ 

⑧地域包括支援センター等が実施する事例検討会等に参加している

こと。 
○ ○ ○ ○ 

⑨居宅介護支援費に係る運営基準減算または特定事業所集中減算の 

適用を受けていないこと。 
○ ○ ○ ○ 

⑩指定居宅介護支援事業所において指定居宅介護支援の利用者数が

当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員１人当たり４０名

未満であること。 

○ ○ ○ ○ 

⑪介護支援専門員実務研修における科目「ケアマネジメントの基礎技術に

関する実習」等に協力又は協力体制を確保していること（平成２８年度

の介護支援専門員実務研修受講試験の合格日から適用）。 

○ ○ ○ 

 

○ 

連携でも可 

【単位数×１０円】  



⑫他の法人が運営する指定居宅介護支援事業者と共同で事例検討

会、研修会等を実施していること。 
○ ○ ○ 

 

○ 

連携でも可 

⑬必要に応じて、多様な主体等が提供する生活支援のサービス（イ

ンフォーマルサービスを含む）が包括的に提供されるような居宅

サービス計画を作成していること。 

○ ○ ○ ○ 

 

※特定事業所医療介護連携加算は条件を満たした場合に追加算定されます。 

加算名 単位数 

特定事業所医療介護連携加算 １２５単位／月 

 

【特定事業所医療介護連携加算の算定要件】 

①退院・退所加算の算定実績について 

前々年度の３月から前年度の２月までの間において退院・退所加算の算定に係る病院等との連携回数

（情報の提供を受けた回数）の合計が３５回以上。 

②ターミナルケアマネジメント加算の算定実績について 

前々年度の３月から前年度の２月までの間においてターミナルケアマネジメント加算を１５回以上。 

③特定事業所加算（Ⅰ）～（Ⅲ）の算定実績について 

質の高いケアマネジメントを提供する体制のある事業所が医療・介護連携に総合的に取り組んでいる

場合に評価を行うものであり、他の要件を満たす場合であっても、特定事業所（Ｉ）、（Ⅱ）又は（Ⅲ）

のいずれかを算定していない月は算定できません。 

 

７ 減算について 

特定事業所集中減算 

正当な理由なく特定の事業所に８０％

以上集中等。（指定訪問介護・指定通所

介護・指定地域密着型通所介護・指定

福祉用具貸与） 

１月につき２００単位減算 

運営基準減算 

適正な居宅介護支援が提供できていな

い場合、運営基準減算が２月以上継続

している場合。 

基本単位数の５０％減算 

業務継続計画未策定減算 

感染症や非常災害の発生時において、利用者に対

するサービス提供を継続的に実施するための、及

び非常時の体制で早期の業務再開を図るための

業務継続計画を策定していない場合。 

基本単位数の １ ％減算 

高齢者虐待防止未実施減算 

・虐待防止のための方策を検討する委員会（テレビ電話装

置等の活用可）が周知徹底できていない場合 

・虐待防止指針が整備できていない場合 

・従業者への、虐待防止のための研修の定期的実施が出来

ていない場合 

・上記措置を実行するための担当者を設置していない場合 

基本単位数の １ ％減算 

同一建物居住する利用者 

へのケアマネジメント 

・指定居宅介護支援事業所の所在する建物と同一敷地内、 

隣接する敷地内の建物に居住する建物に居住する利用者 

・指定居宅介護支援事業所における１月あたりの利用者が 

同一建物に２０人以上居住する建物（上記を除く）に居 

住する利用者。 

基本単位数の １ ％減算 
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８ 相談・要望・苦情及びサービス内容等は、下記窓口までご相談下さい。 

① 担当者  管理者（  住吉 明美  ）   電話：０８６－（４７２）－７１２５ 

② その他、当事業所以外に各市役所・岡山県国民健康保険団体連合会の相談・苦情窓口に苦情を伝える

ことができます。 

岡山県国民健康保険

団体連合会 

連絡先電話番号（０８６－２２３－８８１１） 

対応時間（８：３０ ～ １７：００ ） 

（土・日曜日、祝・祭日及び１２／２９～１／３を除く） 

倉敷市 

介護保険課 

連絡先電話番号（０８６－４２６－３３４３） 

対応時間（８：３０  ～  １７：１５ ） 

（土･日曜日、祝･祭日及び１２／２９～１／３を除く） 

③ 尚、苦情、事故等が発生した場合は迅速に対応させて頂きます。 

④ 円滑かつ迅速に苦情を処理する為の処理体制・手順については下記のように対応させていただきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 虐待防止等権利擁護に関すること 

  事業所は、利用者等の人権擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を講じます。 

  ① 虐待防止に関する担当者を選定しています。 

    虐待防止に関する担当者 管理者（ 住吉 明美 ） 電話０８６－（４７２）－７１２５ 

  ② 成年後見制度等の権利擁護に関わるサービス利用を支援します。 

  ③ 解決に向けた体制を整備していきます。 

  ④ 従事者に対する虐待防止を啓発・普及するための研修を実施しています。 

  ⑤ サービス提供中に当該事業者又は養護者（現に養護している家族、親族、同居人等）による虐待を受 

けたと思われる利用者を発見した場合は速やかに、これを倉敷市に通報します。 

 

１０ 事故処理と賠償責任 

① 事故発生時、必要とされる対応を迅速に行います。（その流れについては別紙１を参照。） 

② 事業所は､サービスの提供に伴って、事業所の責めに帰すべき事由により利用者の生命、身体または

財産に重大な損害を及ぼした場合、その賠償について誠意を持って対処します。但し、当該事故発生

につき利用者に重過失がある場合には、損害賠償の額を減じることが出来ます。 

③ 利用者及びその家族は、事業者に対して損害を与え賠償責任が生じた場合は、その賠償の責任の責を

負います。但し当事業者に事故過失がない場合はこの限りではありません。 

 

１１ その他の重要事項 

（秘密保持と情報提供の同意について） 

① 事業者、介護支援専門員及び事業所の使用する者は、サービス提供をする上で知り得た利用者及びそ

① 苦情処理台帳に記載。 

② 苦情についての事実確認を行う。 

③ 苦情処理方法を記載し、管理者決裁。 

④ 苦情処理について関係者との連携を行う。 

⑤ 苦情処理の改善について利用者に確認を行う。 

⑥ 苦情処理について成果等を台帳に記録する。 

⑦ 苦情処理は早急に行われることを原則とする。 



の家人に関する秘密を正当な理由なく第三者に漏らしません。尚且つ、当事業所従業員でなくなった

後においても同様です。 

② 事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等において、利用者の個人

情報は用いません。 

③ 事業者は、利用者の家人から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等において、当該家

人の個人情報を用いません。 

④ 利用者及びその家人は、サービス利用中知り得た事業者及び他の事業者に関する秘密について、正当

な理由無く第三者に漏らしません。 

 

（利用者のケアプランに位置付ける居宅サービス事業所について） 

① 利用者自身がサービスを選択することを基本に支援しサービスの内容、利用料等の情報を適正に利用

者または家族に対して提供するものとします。 

   ● 指定居宅介護支援の提供の開始に際し、予め利用者は介護支援専門員に対して、複数の指定居宅サ

ービス事業者等を紹介するように求める事が出来ること、利用者は居宅サービス計画に位置付けた

指定居宅サービス事業所等の選定理由の説明を求めることができます。 

※（別紙）公正・中立な業務に関する情報提供書参照。 

  ● 特定の事業者に不当に偏した情報を提供するようなことや、利用者の選択を求めることなく同一の

事業主体のみによる居宅サービス計画原案を提示することはいたしません。 

  ● 居宅サービス計画等の原案に位置付けた指定居宅サービス等について、指定居宅サービス等の担当

者からなる、サービス担当者会議の招集ややむを得ない場合には照会等により、当該居宅サービス

計画等の原案の内容について、専門的な見地からの意見を求め、利用者及び当該サービス担当者と

の合意を図ります。 

 ② 末期のがんと診断された場合であって、日常生活上の障害が１ヶ月以内に出現すると主治医師等が判

断した場合、利用者又はその家族の同意を得た上で、主治医師等の助言を得ながら、通常よりも頻回

に居宅訪問（モニタリング）をさせていただき、利用者の状態やサービス変更の必要性等の把握、利

用者への支援を実施します。その際に把握した利用者の心身の状態を記録し、主治の医師やケアプラ

ンに位置付けた居宅サービス事業者へ提供することで、その時々の状態に即したサービス内容の調整

等を行います。 

 

１２ 契約の期間について 

① この契約は、利用者が入院、長期間入所又は死亡された場合は自動的にこの契約は無効となります。 

② 契約時より３ヶ月間利用が無い場合はこの契約は無効となります。 

③ 再度契約される場合はその都度、署名捺印にて更新とさせて頂きます。 


